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研究要旨 

感染対策向上加算を算定する医療機関を中心に薬剤耐性菌対策が進むなかで，診療所と高齢

者施設での対策が課題となっている．診療所においては内服・外用抗菌薬の適正化が，高齢者

施設においては水面下での薬剤耐性菌の拡がりに対する対策が求められている．本研究では，

大規模保険請求情報を用いた地域における抗菌薬の使用動向，感染症診療の質の評価や新たな

手法の探索および高齢者施設での適正使用推進のためのガイドの作成を目的とした． 

二次医療圏における抗菌薬の使用動向は入院よりも外来において大きいことが明らかとなっ

た．また，耳鼻咽喉科を受診し，急性上気道炎と診断された患者では，複数の診断名の付与や

検査の実施率が低いことが推察された．また，多剤耐性菌に罹患した患者における患者背景を

調査したところ，投与状況を起点として感染契機を分類できる可能性が考えられた．さらに，

多職種と連携し，高齢者施設を対象とした薬剤耐性菌対策ガイドを作成した．本研究の成果は，

診療所及び高齢者施設を対象とする効率的・効果的な薬剤耐性菌制御手法の確立に必要な知見

の確立に対して有益な知見を与えるものと考える． 

A．研究目的 

限られた医療資源のなかで効率の良い対策

を立案するには，収集菌株の分子疫学的な解析

や地域のアンチバイオグラム，抗菌薬使用状況

の詳細なデータ分析といった基礎情報が欠か

せない． 

また，都道府県によって医療環境や社会的な

背景が異なり，標準化と同時にそれぞれの特徴

に応じた対策が必要となる．本研究班では基礎

研究者と臨床の多職種連携によるデータに基

づいた根拠のある効率的な薬剤耐性（AMR）

対策を提言することを目的としている． 

抗菌薬の使用と耐性には密接な関係があり，

AMR対策において不適切な使用を避けること

が必要である．こうした状況を評価するには，

把握するためのサーベイランス体制の構築と

得られた情報の利活用が必要である． 

これまでに我々は，全国や都道府県における

抗菌薬使用に関する状況を把握する体制を構

築してきた．しかし，より詳細な地域での取り

組みを推進するには，それらの地域における抗

菌薬使用と耐性の状況を把握する必要がある． 

また，こうした抗菌薬使用の状況を把握して

も，感染症診療の質の評価や新たな手法の探索

が必要であり，感染対策に関わる人々の育成も

急務である．しかし，各医療機関における感染

症診療の質の評価はこれまでに十分調査され

ておらず，薬剤耐性菌対策に焦点を当てたガイ

ドはほとんどない．さらに，多剤耐性菌に罹患

した患者は治療歴が関与する可能性があり，

個々の患者をより詳細に調査することが求め

られる． 

そこで，本研究では，大規模保険請求情報を

用いた地域における抗菌薬の使用動向，感染症

診療の質の評価や新たな手法の探索および高
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齢者施設での適正使用推進のためのガイドの

作成を目的とした． 

 

B．研究方法 

1. より詳細な抗菌薬使用の把握 

広島県，三重県，京都府の二次医療圏に

おける抗菌薬使用状況をレセプト情報・特

定健診等情報データベース（NDB）により

調査した．各二次医療圏における対象抗菌

薬の使用患者数を用いて人口補正した後，

経年的な差分を用いて現在，既に報告され

ている日本全体および都道府県の差分との

一致率を調査した． 

 

2. 保険薬局薬剤師における AMR 対策への関

心における実態調査 

三重県の感染対策ネットワーク（三重

ICNet）を介して実施した三重県の保険薬

局のアンケート調査結果を用いて薬局薬剤

師における AMR 対策への関心について調

査を行った．感染症に関する知識や技能の

有無が回答者の背景や AMR 対策アクショ

ンプランや抗微生物薬使用の手引きの認知

状況や患者への服薬指導などへの介入状況

に影響するかクロス集計を行った． 

 

3. 耳鼻咽喉科において急性上気道炎と診断さ

れた小児患者における診療の質の実態調査 

耳鼻咽喉科において急性上気道炎と診断

された小児患者に対して患者背景や受診回

数，診断名，検査の実施状況ならびに処方

薬の実態を調査した． 

 

4. 抗菌薬が処方されなかった小児患者におけ

る不利益の調査 

抗菌薬適正使用支援加算が算定された 6

歳未満の患者に対して抗菌薬以外の処方を

受けた患者を対象として，10 日以内の処方

と入院歴の有無を調査した． 

 

5. 多剤耐性菌感染症罹患患者における治療歴

の調査 

多剤耐性菌罹患患者の治療歴を把握する

ため，保険請求情報データベースを用いて，

多剤耐性菌罹患患者の治療歴を調査した． 

 

6. 高齢者施設における薬剤耐性菌対策ガイド

の作成 

薬剤耐性菌対策を行う上で今後課題とな

る高齢者施設の感染対策レベルの向上を目

的とした高齢者施設における薬剤耐性菌対

策ガイドの作成にあたり，「薬剤耐性誘導予

防のための基本的な考え方」の項を作成し

た． 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は，直接的に医療機関における患者情

報を取り扱うものではない．すなわち，データ

としては，患者情報から切り離した情報あるい

は匿名加工情報のみを取り扱う．扱うデータは，

匿名化を図り，団体および個人の不利益に十分

配慮している． 

 

C．研究結果 

1. より詳細な抗菌薬使用の把握 

二次医療圏における2013年から2016年

までの経口抗菌薬の使用動向の差分を調査

し，既に報告されている日本および都道府

県の使用動向の差分との一致率を調査した

ところ，一致率は 50%を下回っていた． 

 

2. 保険薬局薬剤師における AMR 対策への関

心における実態調査 

未回答等を除いた調査対象は 228 名（回

収率 30.5%）であった．感染症領域の知識

や技能を有するかという質問に「はい」と

答えた人 (61 名, 26.8%）は，「いいえ」と

答えた人 (167 名, 73.2%) と比較し，知識，
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態度，技能の総スコアが有意に高かった (p 

< 0.0001)．一方，抗菌薬の中止などの提案

を処方医に行うことが難しいと答えた人は，

両群で差がなかった (p = 0.27)． 

 

3. 耳鼻咽喉科において急性上気道炎と診断さ

れた小児患者における診療の質の実態調査 

2019年から 2021年において耳鼻科を受

診した外来小児患者において急性上気道炎

と診断された 8,010 人を対象とした．その

うち，急性上気道炎のみが診断されていた

患者は 6.5%であり，他の患者は複数の傷病

名が付けられていることが明らかとなり，

検査実施率も低かった． 

 

4. 抗菌薬が処方されなかった患者における不

利益の調査 

6 歳未満で抗菌薬適正使用支援加算が算

定され，抗菌薬以外の処方を受けた患者の

うち，10 日以内に再度処方を受けた患者は

37.3%であった．また，それらの患者の 7%

には抗菌薬が処方されており，0.3％の患者

は入院していた． 

 

5. 多剤耐性菌感染症罹患患者における治療歴

の調査 

大規模請求情報を使用し，耐性菌感染症

と診断された 1,027,582 人の患者から多剤

耐性アシネトバクター罹患患者 96 名，多

剤耐性緑膿菌罹患患者 552 名を抽出し，投

薬歴の有無で分類した．多剤耐性菌のリス

ク因子の有無について調査した結果，両者

に大きな違いを認めた（公表前のため，詳

細は示さず）． 

 

6. 高齢者施設における薬剤耐性菌対策ガイド

の作成 

抗菌薬が必要となる場面や耐性菌を出さ

ないためのポイントをイラストを用いてわ

かりやすく作成し，平易な解説を加えるこ

とで高齢者施設の関係者が視覚的にわかり

やすく利活用できるよう工夫した． 

 

D．考察 

本研究により，二次医療圏といったより詳細

な地域での抗菌薬使用状況を明らかにするこ

とができた．また，薬局薬剤師が AMR 対策へ

介入するために必要な教育内容や上気道炎と

診断された患者における感染症診療の質なら

びに多剤耐性菌罹患患者の治療歴から感染契

機を区別できる可能性を検討できた．また，高

齢者施設における薬剤耐性菌対策を進める上

で必要なガイドを作成した． 

AMR臨床リファレンスセンターの報告によ

ると 2013 年から 2016 年にかけて全国におけ

る外来の抗菌薬使用は増加傾向にあるが入院

で は ほ ぼ 変 わ っ て い な い

（ https://amrcrc.jihs.go.jp/surveillance/010/

NDB_AMU_2013-2017.pdf）．二次医療圏にお

ける抗菌薬使用動向においても，入院について

は，同様の傾向が認められた．一方，外来につ

いては，各年齢群において増減には大きな幅を

認めた．また，一致率は 50%を下回っていた．

従って，県や全国で算出された値では，地域に

おける取り組みの影響を評価することは困難

であり，二次医療圏での増減を算出することの

有用性が示唆された． 

AMR 対策を実行するにあたり，経口抗菌薬

が使用される場所は外来であり，保険薬局の薬

剤師による関与が求められる．今回，三重県を

対象として AMR 対策における関与状況とそ

の要因を評価するため，アンケート調査を行っ

た．その結果，感染症領域の知識や技能を有す

る薬剤師は，AMR 対策に関する意識が高いこ

とが推察された．一方，知識や技能を有する薬

局薬剤師でも，実践は容易でないと推察された．

そのため，感染症領域の知識や技能が乏しい薬

剤師には，基礎的な知識を定着させる必要があ
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ると考えられた．一方，知識や技能を有する薬

剤師には，現場での活用を見据えたより実践的

な教育の必要性が示唆された． 

ウイルスが原因とされる急性上気道炎と診

断された患者には，抗菌薬は不要であり，適切

な診断を行うためには検査の実施が必要であ

る．本調査により急性上気道炎のみが診断され

る患者はほとんどおらず，複数の診断名が付与

されていることから大規模保険請求情報を用

いた分析を行う際，処方の適切性を判断する際

には注意する必要性を明らかにできた．また，

検査の実施率は低く，診療報酬など適切に検査

を実施できる仕組みを構築する必要がある．一

方，抗菌薬を処方しない場合のリスクについて

も評価する必要がある．今回の調査において少

なくとも抗菌薬適正使用支援加算の算定患者

のうち，10 日以内に入院した患者を認めた．

そのため，抗菌薬を処方しなかった患者におい

ても悪化時の対処法など継続した支援が必要

である． 

多剤耐性菌罹患患者においては，院内感染に

より発症する場合と抗菌薬の不適切な使用に

より耐性菌が出現し，罹患する場合が想定され

るが，簡便に分類することはできない．今回，

行っている大規模請求情報を用いた手法は今

後，これらの課題を解決できる可能性が期待で

きる． 

これまで，感染対策に関連するマニュアルや

手順書などは主に医療機関を中心に作成され

てきた．一方，医療機関に入院する患者の多く

は高齢者であり，高齢者施設から搬送されるこ

とは今後も増加することが懸念される．高齢者

施設では必ずしも感染症の専門家ではなく，ま

た医療従事者でもないことから感染対策を推

進するためには，わかりやすく実践できるガイ

ドが必要であるが，これまで作成されてこなか

った．今回，作成されたガイドは，高齢者施設

における全ての職種を対象とし，イラストと平

易な表現により構成されているため，今後，本

ガイドの利活用により高齢者施設において感

染対策が推進されることが期待される． 

 

E．結論 

本研究で明らかにしたこれらの結果は，いず

れも診療所及び高齢者施設を対象とする効率

的・効果的な薬剤耐性菌制御手法の確立に必要

な知見の確立に対して有益な知見を与えるも

のと考える． 
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